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182-4 Beyond 5Gにおける宇宙ネットワークのユースケース①

（出典）技術戦略委員会資料

ユースケース 概要 ユースケース実現に
必要な技術例

1 地上系ネットワークの拡張  山間辺地、離島、半島、海洋、砂漠、鉱山等、通信インフラ未整備地域への通信サービスの拡張
 携帯基地局向けバックホール回線の提供 ※バックホール回線:電波を送受信する基地局と基幹

通信網をむすぶネットワーク
 デジタル田園都市国家構想の実現（地方からデジタルの実装、地方の成⾧産業創出、交通物流

の確保）
 電気通信事業者のサービスの海外展開 ※衛星コンステレーションは必然的に海外へのサービス展

開となる。
 日本企業の海外展開支援（通信インフラ未整備地域で活躍する鉱山機械、建設機械、自動車、

船舶、各種プラント等）
 安全保障分野に対する高速大容量・超低遅延の通信サービス

光通信技術、地上網とのシームレ
ス連携技術、ネットワーク制御・運
用技術 等

2 移動するプラットフォームへ
の通信サービス

 移動するあらゆるプラットフォームに対する切れ目のない通信サービスの提供
 地上系ネットワークと連携しながら、地球上のどこに存在してもネットワークに接続
 従来の自動車、航空機、鉄道に加え、自動運転車、空飛ぶクルマ、ドローン、有人宇宙船、船舶・

クルーズ船、ロボット、コンテナ、サイクリング、建設機械、農業機械、家畜、他のリモートセンシング衛
星 等

 上空を飛行するプラットフォームに対しては、宇宙ネットワーク経由で確実に通信

ハンドオーバー技術、ネットワーク
制御・運用技術、タスク管理技
術 等

3 宇宙クラウドサービス  地球上のあらゆる場所や移動するプラットフォーム、宇宙空間、月面基地がダイレクトにクラウド基盤と
つながる。

 宇宙空間にもクラウド基盤が展開され、利用者が必要とする最適なクラウドサービスが提供
 衛星リモセンのビッグデータにはエッジAI処理、ロードバランス、ルーティング等のサービスを宇宙空間で

提供
 衛星と地上データセンターを直結することで、地上ネットワークを介さない超高速・低遅延のデータ

サービスが実現
 業種別のインダストリ・クラウドが発展し、宇宙空間も活用した最適化されたクラウドサービスが実現
 宇宙空間における盗聴・改ざん防止のためのサイバーセキュリティの提供

衛星光通信技術、ネットワーク制
御・運用技術、エッジAI技術、セ
キュリティ技術 等

4 宇宙・極地・海洋の経済
活動支援

 極地開発（南極、北極海航路開発、氷河・氷山・流氷・オーロラ観光）、海洋開発、有人宇宙旅
行、サブオービタル有人飛行、月面資源開発（アルテミス計画）、深宇宙探査に対する通信サービ
スやソリューション提供

 自然災害対策、火山噴火・海洋状況監視、事故防止、気候変動対策のための宇宙経由のIoT
サービスの展開

ネットワーク制御・運用技術、光
地上局技術、クラウド連携技術
等

5 通信ネットワークの強靱化
対策

 地上系の通信ネットワークの冗⾧性確保、災害発生時の迂回ルート確保、重要回線のバックアップ
 企業BCP対策の支援（衛星携帯電話や衛星データ通信。将来はビル屋上に衛星光通信装置が

設置）
 データセンターに接続するネットワークの強靱化対策
 安全保障分野における宇宙ネットワークの活用

ネットワーク・シミュレーション技術、
サイトダイバーシティ技術、タスク管
理技術 等



192-4 Beyond 5Gにおける宇宙ネットワークのユースケース②

ユースケース 概要 ユースケース実現に
必要な技術例

6 量子暗号による安全な通
信（宇宙経由の暗号鍵配
送）

 盗聴・改ざんが困難な量子暗号通信の提供
 国際間・大陸間の量子鍵配送サービス
 近年、量子コンピュータの研究が国際的に加速。計算量的安全性に依拠した現在の暗号通信は、

量子コンピュータの実用化により解読されるおそれ。量子コンピュータでも解読できない量子暗号通
信が不可欠

 また、光ファイバ（地上基幹網、海底ケーブル）では、光子を用いた100㎞以上の量子鍵の伝送
は減衰により困難。さらに、中継増幅器自身の雑音が盗聴検知を邪魔する。このため、国際間・大
陸間の量子鍵配送は、地上インフラのみでは実現できないおそれ。

 一方、宇宙空間では光通信によって何万㎞でも光子を伝送できるため、国際間の量子鍵配送が
実現可能

 サイバーセキュリティにおけるゲームチェンジャとして、宇宙ネットワークによる量子鍵配送が世界的に不
可欠に。

量子暗号通信技術、セキュリティ
技術、光通信システム技術 等

7 宇宙経由の超低遅延ネッ
トワーク

 レイテンシ（通信に要する遅延時間）にセンシティブなユーザー向けに低遅延通信サービスの提供
 金融高速取引、遠隔の建設機械操作、オンラインのゲーム対戦、遠隔医療診断、防衛分野 等
 海底ケーブルで用いられる光ファイバよりも、真空（宇宙空間）の方が光の伝播速度が速いため、

この特性を活かした⾧距離通信・国際間通信が衛星コンステレーションによって提供できる可能性

ネットワーク制御・運用技術、ネッ
トワーク・シミュレーション技術 等

8 マルチキャスト型データ配
信サービス

 衛星放送に代表されるように宇宙ネットワークの利点はマルチキャスト型サービス（多数への効率的な
一斉同時配信）

 宇宙経由のコンテンツ配信、対戦型ゲームにおけるデータ配信、各種ファームウェア更新、エッジAIのア
ルゴリズム更新、緊急地震速報、災害時の避難所情報共有、遠隔教育、遠隔の社内放送、イベン
ト中継 等

ネットワーク制御・運用技術、地
上局の小型軽量化技術、タスク
管理技術 等

9 次世代型メタバースの実
現（アバターロボットの極
地活動支援）

 メタバースとは、コンピュータネットワークに構築される三次元の仮想空間（バーチャル空間）
 将来、人間が容易には到達できない空間（極地、宇宙、月面、海洋・海底、山岳地帯等）におい

て、宇宙ネットワーク経由でアバターロボットを操作することで、次世代型メタバースが実現
 「現実世界」と「仮想空間」のメタバースに新たに「超限界空間」を加えることで、高度なマルチエクスペ

リエンス、働き方改革（テレワーク環境の高次元化）、エンターテインメント、極地観光が実現

ネットワーク制御・運用技術、地
上局の小型軽量化技術、クラウド
連携技術 等

10 究極の“カーボンニュートラ
ル通信”の提供

 衛星は太陽電池パネルが使用され、化石燃料を使用しないカーボンニュートラル（脱炭素）による
サービスの代表例

 さらに、一部のロケットは再生可能な水素エネルギーを使用。繰り返しの再使用可能なロケット本体
もある。

 再生可能エネルギーの利用を選択したい企業に対しては、選択に宇宙ネットワーク経由の通信サービ
スを提供

 持続可能な社会に貢献する企業イメージの向上
 特別な記念日のメッセージ送信は、「カーボンニュートラルな宇宙経由」のサービスを選択できるように。

ネットワーク制御・運用技術

（出典）技術戦略委員会資料



202-4 Beyond 5Gにおける宇宙ネットワークのユースケース③（事例イメージ）

ユースケース１（地上系ネットワークの拡張） ユースケース2（移動するプラットフォームへの通信サービス）

ユースケース5（通信ネットワークの強靱化対策）

（出典）技術戦略委員会資料





















305-2 重点化に関する基本的考え方

日本の強み

自律性確保

技術的難易度

 日本が強みを有する又はそのポテンシャルを有することから、研究開発
投資を集中することによって、他国との間で優位性を確保することが見
込める

 技術的難易度が高く実用化に向けて研究開発上のブレイクスルーを必要
とすることから、民間単独での研究開発投資にリスクを伴う

 他国の研究開発に過度に依存すると、我が国における自律的、安定的な
情報通信サービスの提供に支障を来すおそれがある

 当該技術の研究開発と社会実装を推進することにより、政府の各種国家
戦略への貢献につながる国家戦略上の位置付け



315-3 重点化の方向性
研究課題 「基本的考え方」との関係 方向性

オール光ネットワーク技術 【日本の強み】日本は特に光電融合技術、デバイス開発で先行
【難易度】チップ内含め光と電気信号の緊密な連携には高い技術的ハードル
【国家戦略】科学技術立国、デジタル田園都市国家構想、グリーン戦略

 他国に対する日本の優位性を早期
に確立するため、できるだけ速や
かな研究開発着手が必要。

情報通信装置・デバイス技術

ネットワーク
オーケストレーション技術

【日本の強み】オール光ネットワークに連動する技術として先行
【難易度】多様なネットワークの相互接続と相互運用を実現した上で自律的、

動的にNWリソースの最適配置を提供することは、技術的に高いハードル
【国家戦略】科学技術立国、デジタル田園都市国家構想、グリーン戦略

オープンネットワーク技術
【日本の強み】O-RAN標準化での主導、ネットワークのハードソフト分離に

不可欠な超強力汎用ハードウェアの開発でリード
【国家戦略】経協インフラ戦略

エンドツーエンド仮想化技術 【難易度】ユーザ端末まで含めた仮想化、リソース制御に技術的ハードル

NTN（HAPS・
衛星ネットワーク）技術

【日本の強み】HAPSについては、HAPSアライアンスで先行
【自律性】災害時に陸上、海底光ファイバが途絶した場合の宇宙、HAPSを

経由した通信手段を我が国技術、事業者で確保することが不可欠
【国家戦略】デジタル田園都市国家構想（国土カバー率100％達成に不可

欠）、経協インフラ戦略

 関係府省と連携の上、政府戦略を
踏まえつつ、研究開発計画の検討、
立案が必要。

量子ネットワーク技術
【自律性】中国、米国、欧州と熾烈な開発競争が行われる研究領域ではある

が、社会やビジネスを根底から変革する領域として、関係府省と連携し他の
量子研究分野のシナジーも活かした研究開発が必要

【国家戦略】新しい資本主義実現会議、量子イノベーション新戦略

 現在実施中の研究開発について着
実な継続を図るとともに必要に応
じた拡充を実施。

無線ネットワーク技術
【日本の強み】光ファイバー無線技術、O-RANベースでの高品質・高効率

RU技術、テラヘルツ帯デバイスで先行
【国家戦略】デジタル田園都市国家構想、グリーン戦略

端末・センサー技術 【難易度】革新的なBeyond 5G対応IoTデバイスの開発など
【国家戦略】デジタル田園都市国家構想、グリーン戦略

Beyond 5Gサービス
アプリケーション技術 【難易度】社会実装の実証を通じた社会課題解決の検証
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416-2 研究開発・社会実装の加速化に向けた取組

１ 人材育成・人材循環

２ 関係府省との連携

 Beyond 5G、ICTを活用し、様々な領域、分野（農業、医療、公共等）における新たな技術、ビジネス、サービスや
課題解決のためのソリューション等を創出できる人材を育成するための実践の場の提供

 企業、研究所、大学、公的機関、国際機関、ユーザ等が参画し、ICTを活用した実践的研究開発やプロジェクトマネ
ジメント経験が得られる共創の場、プラットフォーム、リビングラボ、テストベッドの設置

 本戦略をデジタル田園都市国家構想や経済安全保障、グリーン等、政府全体の国家戦略の重要な構成要素と位置付け
た上で、総務省が単独で取り組むのではなく、必要な施策については、関係府省と連携して推進

（例）
 ネットワークの超低消費電力化を実現する情報通信機器、デバイスの研究開発
 HAPSを成層圏において運用する際に必要な航空制度上の対応
 衛星通信ネットワーク技術を含めた衛星システム全般の研究開発
 量子ネットワーク技術の研究開発について、量子イノベーション戦略の関係府省と連携 等

 本戦略において、今後、５年程度をかけて取り組むべき重点研究開発課題（通信インフラの超高速化・超省電力化技
術、通信カバレッジの拡張技術、安全かつ高信頼な通信環境確保技術等）を抽出

 Beyond 5G推進戦略では、2025年までを研究開発の先行的取組フェーズとして特定しているが、この研究開発の集
中取組期間を2027年頃まで拡充し、重点研究課題については大型の基幹プロジェクトとして本研究開発戦略を強力に
推進

 さらに、さらなる先のフェーズの研究開発課題、情報通信インフラの世代交代サイクルやマイグレーション等を見据
え、中⾧期的な視点からの継続的な取組も必要

３ 研究開発取組フェーズの拡充



426-2 研究開発・社会実装の加速化に向けた取組

 2025年大阪関西万博において、産学官一体となって本戦略の開発成果をグローバルに発信
 大阪関西万博を起点として、2025年以降、開発成果を順次社会実装を推進することによって、世界市場をリード

5 国際連携・協調

 研究開発の初期段階から、戦略的パートナーとの国際連携や標準化に向けた国際協調を行いながら、Beyond 5G研究
開発を強力に推進し、その成果をITUや3GPP等の国際標準に反映

４ 研究開発成果の着実な発信と社会実装
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大島 まり 東京大学大学院情報学環／生産技術研究所 教授

上條 由紀子 ⾧崎大学研究開発推進機構
FFGアントレプレナーシップセンター 教授

國領 二郎 慶応義塾大学総合政策学部 教授

三瓶 政一 大阪大学大学院工学研究科電気電子情報通信工学専
攻 教授

高橋 利枝 早稲田大学 教授／ケンブリッジ大学「知の未来」研究所
アソシエイトフェロー

⾧谷山 美紀 北海道大学 副学⾧／大学院 情報科学研究院⾧

平野 愛弓 東北大学材料科学高等研究所 主任研究者／電気通信
研究所 教授

増田 悦子 （公社）全国消費生活相談員協会 理事⾧

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授

主査 相田 仁 東京大学大学院工学系研究科 教授

主査
代理

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授

秋山 美紀 慶應義塾大学環境情報学部 教授

浅見 徹 （株）国際電気通信基礎技術研究所 代表取締役社⾧

飯塚 留美 （一財）マルチメディア振興センター ｼﾆｱ･ﾘｻｰﾁﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

石井 義則 （一社）情報通信ネットワーク産業協会 常務理事

伊藤 伸器 パナソニック株式会社 コーポレート戦略・技術部門 テクノロジー本
部 本部⾧

今井 哲朗 東京電機大学工学部情報通信工学科 教授

江村 克己 日本電気（株） ＮＥＣフェロー

大島 まり 東京大学大学院情報学環／生産技術研究所 教授

大柴 小枝子 京都工芸繊維大学工芸科学研究科 教授

沖 理子 （国研）宇宙航空研究開発機構 研究領域上席

上條 由紀子 ⾧崎大学研究開発推進機構 FFGｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰｼｯﾌﾟｾﾝﾀｰ 教授

川添 雄彦 日本電信電話（株） 常務執行役員 研究企画部門⾧

児玉 圭司 日本放送協会 理事・技師⾧

児玉 俊介 （一社）電波産業会 専務理事

小西 聡 （株）KDDI総合研究所 取締役執行役員副所⾧、先端技術
研究所⾧ 兼 KDDI（株）技術統括本部 技術戦略本部 副
本部⾧

中沢 淳一 （国研）情報通信研究機構 理事

増田 悦子 （公社）全国消費生活相談員協会 理事⾧

宮崎 早苗 （株）NTTデータ 公共・社会基盤事業推進部 シニア・スぺシャリス
ト

森田 俊彦 富士通（株） エグゼクティブフェロー

※2022年１月６日現在






